



位置付けられている｡ 特に, 大学発ベンチャーの活動は, 新産業の創出, 直接的な事業化
の起爆剤として, 様々な制度が準備され, 多くの期待のなか近年集中的に起業がされてき
た｡ しかし, これら企業が成長していくためには, 自らのコアコンピタンスである先端技
術が持つ課題を克服しなければならず, この部分に, これら企業の成長を阻む壁がある｡
翻って, 産学連携の可能性は, 理工系の先端領域だけにとどまらない｡ 大学と産業という
二つの異なるドメインの間での相乗作用の場ととらえることでその可能性をより敷衍して
考えていくことができる｡ これまで理工系中心に組み立てられてきた産学連携が他の領域




近年, 日本において産学連携 (あるいは産学官連携) という言葉は, 広く社会に浸透し
た言葉になっているが, このような取り組み自体は, 近年はじまったものではない｡ 明治







要請に起因する｡ 伝統的に大学にもとめられた社会的な使命や機能は, 教育 (人材育成),
学術研究 (｢知｣ の再構築等) の推進であり, それは長期的観点から社会に貢献すること
であった｡ これら二つの使命に加え, 第三の使命として加えられたのが, ｢産学連携｣ な
のである｡ 2003年に制定された ｢知的財産基本法｣ には, ｢大学は人材の育成, 研究, そ
の成果の普及に自主的かつ積極的に努める責務｣ という文言が明記されるようになる｡ つ
まり, 大学と社会の関係性において, 教育や研究活動に加えて, より直接的に, イノベー
ション創造の社会的資源として貢献を求められるようになったわけである｡ そして, この





池 田 武 俊
な制度が整備されていく｡ その中心は, 日本版バイ・ドール法の導入や(１), 大学における
TLO や知的財産本部の設立と導入のための支援(２), 大学教員の兼業規制の緩和などであ
る｡ これら一連の制度設計に影響を与えているのが, アメリカの事例である｡ アメリカに
おける特許法であるバイ・ドール法 (1980年) により, 連邦政府の資金で研究した場合で
も大学が特許を所有することが可能になり, それを大学に付属した技術移転機関 (TLO)
を通じて産業界に移転し産業化する, このような一連のモデルが世界で広く採用されてお
り, 日本の制度改革もこのモデルを念頭に置いている (馬場・後藤, 2007)｡
３. 産学連携のための様々な制度
今日な意味での産学連携の形態として, 玉井・宮田 (2007) は, 代表的な８種類を挙げ
ている｡ それは, 共同研究, 委託 (受託) 研究, ライセンシング (実施許諾), 
コンソーシアム (コンソーシア), 寄附研究・寄附講座, コンサルティング (技術指
導), 起業 (大学発ベンチャー), 	人材交流・人材育成である｡ こうした多様な今日的











6,185件となり, 前年度に比べて240件 (４％) 増加しているものの, ｢研究費受入額｣
は約112億円と, 前年度に比べて約１億円 (１％) 減少している｡ また, 受託研究全体
の内訳では, 独立行政法人等からの受入研究費が約948億円 (57％) と最も多く, 次い






 1999年 ｢産業活力再生特別措置法｣ 策定などが挙げられる｡
 1998年 ｢大学等技術移転促進法｣ 策定, 2000年 ｢産業競争力強化法｣ 策定, 2004年 ｢特許法等の一部改正法｣
施行などが挙げられる｡
 玉井・宮田, 2007, Ｐ33参照
 ｢平成21年度 大学等における産学連携等実施状況について｣ (文部科学省) より引用
となり, 前年度に比べて183件 (３％) 増加している｡ ｢特許権の実施料収入額｣ という
面では, 約8.9億円と, 前年度に比べて約１億円 (10％) 減少している｡ また, 特許以
外の知的財産権実施に関する収入として, 実用新案権, 意匠権, 著作権, ノウハウ提供,
マテリアル提供に関する契約等による収入が挙げられるが, それらを合計すると約16億

















いても研究が積み重ねられてきている (例えば前田, 2000；近藤, 2002；Shane, 2004；
西澤・福島, 2005)｡ アメリカにおける大学発ベンチャーへの取り組みは, 1980年のバイ・
ドール法の可決を契機として本格化していくが, プロパテント政策に基づいたこの取り組
みが1990年代に日本において諸制度が構築されていく際に大きな影響を与えている｡










たる｡ 大学発ベンチャーの企業数の推移を見ると, 1998年の大学技術移転促進 (TLO)
法の制定以降, 急激に増加し制度上の一つの契機になっている｡ 経済産業省によって行わ
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れている調査によれば, 1990年度には, 大学発ベンチャーのうちで ｢コアベンチャー｣ と
定義できる ｢大学で生まれた研究成果を元に起業したベンチャー｣ と, ｢大学と深い関連






企業も増えてきている｡ 倒産, 清算等, 活動停止した大学発ベンチャーの企業の累積数は,
2006年度67社 (事業活動を行っている企業総数は1,590社), 2007年度121社 (同1,773社),








題について, シェーンは, 大学発ベンチャーに適した技術特性として, ７つの特徴を指摘




必要とされる傾向にある｡ その理由は, １. ラディカルな技術は, 既存資産とカニバライ














つながるとされる｡ その理由として, １. アーリーステージの技術の価値が不確かなこと,
２. 既存企業はすでに展開している事業に重点を置いていること, ３. 既存企業にはラディ
カルな製品開発を行うだけの専門技術がないこと, ４. アーリーステージの技術情報の伝
達が難しいこと, ５. アーリーステージの技術はライセンス取得を通じた価値の確保が難
しいこと, ６. 既存の大手企業 (とりわけ上場企業) の時間的視野が短いことを挙げてい
る｡
 汎用技術































フォン・ヒッペル (1994) は, イノベーションのための情報を移転し, 利用するコスト
がイノベーションの発生場所を説明すると主張する｡ そして, このコストは情報の粘着性
の程度に影響されるとする｡ 情報の粘着性とは, 『ある所与の場合の, 所与の単位の情報
の ｢粘着性｣ とは逓増的な費用であり, 当該情報の所与の受け手が, その単位の情報を使
用可能な形で特定の場所へ移転するときに必要とされる費用』 と定義され, この費用が低
い時は情報の粘着性が低く, その費用が高い時, 情報の粘着性が高いとされる (小川,
2000)｡ ｢受け手が利用可能な形での情報の移転｣ とは, ある情報の存在を発見し, その意
味を理解し, 操作できるというところまでの活動すべてを含んでいる (小川, 2000)｡ そ
のため, 情報の所在や所有している人を見つけることから始まり, 情報を引き出し, その
意味を理解し, その情報を操作することによって初めて情報が利用できるが, これを実行




ができるため, それを探したり, 形式化された部分の移転のコストは低くなる｡ しかし,
その背後にある, 形式化できない暗黙的な知識については, 粘着性の高い移転コストの高
い知識として存在する｡ こうした暗黙知的な部分は, 先端性が高い知識であるほど顕著で
あるといえよう｡ シェーンは, 発明が暗黙知を必要とし, それを他者が理解できないとき




には, 知識を受容する側の能力として事前の知識があることが重要になる (Choen and















いる｡ このことは, 移転できないような暗黙知を持つ人材, 研究者自身が研究のフェーズ
を超えてコミットする必要性を意味している｡
実際に, 池田 (2008) では, 起業のためのコアになった技術を開発した研究者が企業と
どのような関係にあるのかを確認したが, 回答企業の54％で, 研究者自身が現在経営者と
して企業に参加していることが確認された｡ また, 経営者でなくても, 企業所属の研究開
発メンバーや大学所属であるが密接な関係にあると位置付けられる企業が29％に上った｡









て, 研究開発人材や, 次いで技術開発人材を獲得することはできたが, 経営者人材, 営業・
販売人材を確保することは多くの企業で困難を極めている｡ また, 必要な人材を確保でき
なかったというケースも相当存在する(７)｡ 大学の機能を考えれば, 企業活動のための人的
資源の獲得を, 大学だけではバランスよく行うことが難しい｡ そして, 起業にとって人材
の課題は, 大学発ベンチャーに限定されない, ベンチャー企業の成長上の課題として, 広
く語られる課題である｡













のようなマネジメントが持つ限界が表れる｡ Greiner (1972) は, 組織の成長過程を５つ
の局面で分類し, それぞれ発展段階と変革過程に分け, 企業は変革段階を経過せずに次の
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 詳細は, 池田 (2009) 参照
















(中小企業白書2004)｡ 事業化までプロセスが, 既存中小企業より長く, その分, 技術開発
と事業化の不確実性が通常のビジネスよりも高くなり, 独立した企業体としての経営リス
クは大きくなる｡
以上のような背景から, 今, 大学発ベンチャーという特徴を持つ企業群は, 個々の企業
の努力を超えた構造的な成長の壁に直面していると見ることができる｡ わが国でも大学発
ベンチャーとしてスタートし, 数年のうちに株式上場を果たし, 業界のけん引役として大
きな経済的成果を実現した企業も存在する｡ しかし, 少数のそのような企業を除いて, 多
くの企業が, 企業体として経済的な成功を収めるまでにまだまだ時間がかかる状態にある｡
また, 企業成長の過程で適切な経営資源を確保できないことにより, 企業成長が滞り, 起
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ている｡ いわゆる, シリコンバレーの成功例に象徴されるような, 急成長・急拡大のモデ
ルを全ての事例にあてはめる事は困難である｡
大学発ベンチャーの今後の発展を考えていくためには, 構造的な壁を解消することが第





現在の制度は, IT やバイオといった理工系, とりわけ先端技術にドライブされる領域を
中心にして, 機能するように設計されていると考えることができる｡
そして, 起業という選択をする大学発ベンチャーは, 最も直接的な経済的成果に注目を
集めるが, 経済的成果の多寡だけでは測りえない部分, いわば, 非経済的な成果も存在す
る｡ 池田 (2006) では, 起業という活動を契機として, それまでの活動とは異なった学習
が生じ, そのこと自体が一つの成果となりえることを確認してきた(９)｡
非経済的な成果として注目されたのは, ｢ビジネス化を通じた学習機会の獲得と課題の









ある｡ そして, 食品素材という異分野への技術転用されたことで, 本来の技術領域であっ
たプラスチック成形加工の分野においてもフィードバックを実現した｡ 学会において ｢パ
ンの発泡成形｣ という研究成果を示されることで, 多くの研究者がその面白さに注目した
という｡ さらに, 米という新規な素材を扱った経験から, 米の物性研究を通じて, 生分解
性プラスチックなどの研究への応用や新たな米製食品の開発という新たな研究上の関心も
喚起し, 米や食品素材自体が研究室の研究テーマとして取り組まれるようになった｡













この社会的関係性の拡大は, 知識生産に大きな意味を持つことがギボンスら (1994) に
より指摘されている｡ ギボンスらは知識の生産様式は ｢モード１｣ と ｢モード２｣ の異な
る様式があるとしている｡ 科学技術と社会の関係において, すでに確立された組織・個別
学問領域 (ディシプリン) で, その内的論理によって研究の方向や進み方が決まるとする
のが ｢モード１｣ である｡ 一方, ｢モード２｣ は, 社会の解放された科学研究のモードで
ある｡ ｢モード２｣ では, 単一のディシプリンを超越したトランスディシプリナリな枠組




｢モード２｣ に示されるような知的生産活動を促進させていくと考えられる｡ そして, 同





原山 (2003) は, 大学と産業という二つの異なるドメイン (領域) が存在することを前
提に, そこに所属するアクターが何らかのチャネルを通じて相互に働きかけることで相乗
作用が生まれ, さらには大学と産業が持つポテンシャルが高まっていく一連の連鎖的なプ
ロセスを産学連携と定義する｡ また, 湯本 (2005) は, 産学連携を知の生産機構と位置づ
けたうえで, 異種融合による知の生産という観点からその重要性を指摘している｡ これら
の指摘は, ２つのドメインの異なった社会機能の融合を通じて, 知識生産の形態に変化を

























明らかにする必要がある｡ 理工系の場合, 産学連携に求めるものは, 既存の製品やサービ
スでの競争力強化や課題解決, 新展開をもたらすような技術やイノベーションの獲得など



















考えているか, 活動のゴールをどのように認識しているかという点である｡ 表１に, 大学
側から得られた大学と企業の連携意義について, 理工系とビジネス系を比較する｡ この結
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 この調査は, ｢千葉商科大学 平成21年度学術研究助成金｣ の助成を受け, 千葉商科大学商経学部中山健教授
と実施した研究成果の一部である｡
 Web を使用したアンケート調査の内訳, 業種, 企業規模, 件数については, 次のようになる｡ ・製造業 (消
費財) 従業員数100‒300人100件, 従業員数301人以上100件, 製造業 (生産財) 従業員数100‒300人100件, 従




場合, 現状の産学連携への注目の背景に, 教員が取得した知的財産を権利化し, TLO な
ど技術移転機関を経由して企業に移転するライセンスし, 自主財源を獲得していくという













































































































































理工系 156 8 135 139 85 82 53 50 23 67 34 23 33 131 95
％ 100 5.1 87 89 55 53 34 32 15 43 22 15 21 84 61
ビジネス系 109 10 95 95 74 51 83 17 12 61 34 21 35 55 61






























理工系 156 3 125 － 2 15 － 11
％ 100.0 1.9 80.1 － 1.3 9.6 － 7.1
ビジネス系 109 1 11 20 28 38 2 9
％ 100.0 0.9 10.1 18.3 25.7 34.9 1.8 8.3
・大学サイドの期待する連携内容
表３は具体的に大学サイドが企業サイドに求める連携内容を示している｡ 大学はビジネ
ス系の産学連携について積極的な姿勢を示して, 寄付講座, 寄付金, 奨学金, 起業したい
学生へのアドバイス, 研究協力への期待が高いことが分かる｡
このような大学側の期待に対して, もう片方の主体である, 企業サイドはどのように連







































インターンシップ学生を受け入れてもらいたい 109 80 20 4 － 5
％ 100 73.4 18.3 3.7 － 4.6
ビジネス系科目への講師の派遣 109 53 34 13 4 5
％ 100 48.6 31.2 11.9 3.7 4.6
寄附講座 (冠講座) を設置してもらいたい 109 33 46 23 1 6
％ 100 30.3 42.2 21.1 0.9 5.5
寄附金奨学金の供与賃与への資金提供 109 27 66 10 1 5
％ 100 24.8 60.6 9.2 0.9 4.6
起業したい学生へのアドバイス 109 13 69 20 2 5
％ 100 11.9 63.3 18.3 1.8 4.6
起業したい学生への投資支援 109 4 59 39 2 5
％ 100 3.7 54.1 35.8 1.8 4.6
起業ができる場所 (店舗工場の一部) の提供 109 5 52 43 4 5
％ 100 4.6 47.7 39.4 3.7 4.6
	ビジネス系学部・学科へ社員を学生・研究員派遣 109 11 46 41 5 6
％ 100 10.1 42.2 37.6 4.6 5.5

大学院への社員の派遣 109 20 45 18 18 8
％ 100 18.3 41.3 16.5 16.5 7.3
ビジネス系大学教員への研究協力 109 19 69 13 3 5




される｡ 両者は, ともに企業サイドが負担する最も大きなコストであり, 大学サイドがリ
ソースとして提供されることを望んでいる面である (表３参照)｡ 企業は直接的な負担に
ついては, かなり消極的な姿勢と考えられる｡ 今回の調査では, 寄付講座, 奨学金で60％






１. ボランティア 44 5.50％
２. 社会貢献 233 29.10％
３. 地域貢献 154 19.30％
４. 企業イメージ・信用力の向上 227 28.40％
５. 経営課題の解決 224 28.00％
６. 自社組織の活性化 284 35.50％
７. 売上の拡大 195 24.40％
８. コストの削減 111 13.90％
９. 新規採用に結び付けたい 112 14.00％
10. 新製品・サービス開発 199 24.90％
11. 不足する従業員の補完 43 5.40％
12. 自社に不足する専門知識・能力の取り込み 215 26.90％
13. 学生の将来的な固定客化 42 5.30％
14. 大学教員や他社との人脈形成 88 11.00％
15. その他 4 0.50％





１. 担当できる人材が不足している 434 54.30％
２. 連携のための資金が不足している 411 51.40％
３. 連携するための施設・場所が不足している 248 31.00％
４. 連携したいが､ 連携できる大学の情報が少ない 205 25.60％







まず, 今回の調査対象は, ビジネス系学部に限定して実施された｡ ビジネス系学部のコ
ンテンツは, ビジネスとの親和性が高いものが多く, 連携を検討する場合の直接的な連携
性が高いカテゴリーであると想定したためである｡ 一方で, 理工系との差として, 特許や
知的財産権で発明や技術をプロテクトするというビジネスモデルにはなじまない｡ したがっ
て, 産学連携に対する親和性が高い一方で, 理工系とは違うモデルが必要になる領域とい













や NPO といった非営利団体を志向することの高さに関連付けられる｡ 自治体や NPO と
いった非営利団体と営利団体である民間企業では, 組織としてのミッション, 価値基準が














経済的成果が示しやすい領域か, 示しにくい領域か, 成果のとらえ方をふまえ, 活動の可
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能性を検討していくことが必要になってくるといえよう｡
また, 連携におけるコスト配分の問題は, 今回の調査でも, 大学サイド企業サイドとの
ギャップとして, 最も大きく表れた｡ 企業サイドは, 連携に対して積極的な評価を行って
いる時点で, すでに一定のコストを負担する意思が存在すると考えられる｡ しかし, 資金
などより直接的なコストの負担になると, あまり積極的ではない｡ とりわけ ｢学生の起業｣
に対する支援 (投資支援, 場所の提供, 経営アドバイスなど) という面で不可能との回答
















徴が見いだせるかについては, 今後更なる検証が必要である｡ そのうえで, 多様な産学連
携モデルのあり方について検討していくことが今後の研究課題である｡
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あることが明らかにされた｡ また, 連携にかかるコスト分担の面などにおいて, 企業サイ
ド, 大学サイドの認識が異なることが確認された｡ この調査は, ビジネス系学部のみを対
象としたものであるが, これらの結果より, 理工系分野の議論の範疇にはおさまらない分
野ごとに異なる連携モデルが存在する可能性が示された｡
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